
鹿児島市の発達支援体制と児童発達
支援事業につながるまでの流れ

鹿児島市母子保健課



鹿児島市の人口・出生数

• 面積 547,55k㎡

•  推計人口（令和８年４月１日現在）

５７万６，７８３人 

•年間出生数（令和６年）

  ３，７４１人

•   合計特殊出生率

 （令和６年） （令和５年）

     市 １．２３   １．３１

       県 １．３８ １．４８

  国 １．１５ １．２０



鹿児島市の出生数の推移
（人）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

出生数（年） 5,647 5,493 5,526 5,474 5,265 5,329 4,798 4,788 4,785 4,425 4,085 3,741 

前年比 -2.7% 0.6% -0.9% -3.8% 1.2% -10.1% -0.2% -0.1% -7.5% -7.7% -8.4%

対H25比 97.3% 97.9% 96.9% 93.2% 94.4% 85.0% 84.8% 84.7% 78.4% 72.3% 66.2%
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少子化が進行しています



鹿児島市の母子保健体制

保健部：５保健センター
福祉支援部：5保健福祉課

・地区担当制による支援
・1歳6か月児健診
・3歳児健康診査
・すくすく親子教室
・ひだまり発達相談
・その他

こども未来局

母子保健課

・母子保健事業の企画､予算化、
事業の取りまとめ

・乳幼児相談窓口
・巡回発達相談
・総合発達相談会等

R6年度～母子保健課機能と児童福祉機能を一体化した

「こども家庭センター」を設置

こども未来局

こども家庭支援
センター

児童虐待対応窓口

連携を図りなが
ら、切れ目のな
い支援を目指し
ています



子どもすこやか安心ねっと事業

【目的】
関係機関の連携のもと、子どもの発達段階に
応じた支援体制を整備し、子育てに関する
保護者の不安の軽減を図り、子どもの健やか
な発達を促す。

【関係法令等】

・乳幼児発達相談支援事業の実施について

・発達障害者支援法



鹿児島市子どもすこやか安心ねっと事業の体制図

健診や相談等でのアセスメントの結果、「児童発達支援事業」の利用が望ましいと判断
した場合は、療育を紹介。※対象児の状況を総合的に勘案して判断します。



すくすく親子教室

1歳6か月健診などで言葉の

遅れなど経過観察の必要な子ど

もと保護者を対象に、発達支援

のための親子遊びを実施し、

発達の気がかりな子どもの経過

観察を行うとともに子どもへの

関わり方を学ぶ場。

• 【開催回数】12回/年

• 【実施場所】各保健センター

• 【対象者】1歳6か月～2歳半頃まで

• 【参加回数】概ね３～６回程度



親子ひだまり発達相談
言葉が遅い、発達の遅れがある、子育て

がうまくいかない等の悩みをお持ちの保

護者に対して、心理相談員や言語聴覚士、

作業療法士等による個別の相談。

お子様の発達支援のために、関係機関との

連携や情報提供に努めます。

【開催場所】

５保健センター、松元保健福祉課

【開催日時 】

・定例日 各12回/年（チラシ参照）

・定例日以外：相談に応じて、随時対応

【所要時間】 1組６０分程度

【申し込み】 要予約 各実施センターへ



乳幼児相談窓口

乳幼児の子育てや、発育・
発達についての気がかりな
ことなどを電話や来所で相
談できる。
【相談員の職種】

保健師、心理発達相談員

作業療法士、言語聴覚士

【場所】母子保健課

【時間】平日（日祝除く）

・電話 ８:４５～１６:３０

  ・面接 事前申し込み後、日程調整



巡回発達相談
発育・発達の気がかりのある子供に対

して、乳幼児相談専門員が保育園、幼稚
園、託児所等へ巡回して、園での様子を
みたりお話を伺いながら、お子様に合っ
た関わり方や日常生活での支援について
アドバイスを行います。

【利用の流れ】

①園より、希望日の3週間前までに専用の申
込フォームで申請を行い、母子保健課と日時
調整する。

②情報提供書を母子保健課へ送付

③当日までに詳細の打ち合わせを行い実施

【相談後の対応】

相談後の支援については、園の先生から保護
者へ説明

※希望があれば、保護者面談も可能



総合発達相談会
お子様の発育・発達に関わる悩みを

お持ちの保護者を対象とした、医師、

心理発達相談員、作業療法士、言語聴

覚士、特別支援教育コーディネーター

及び保健師等の複数の専門家による

個別相談会

【申込み先】

母子保健課（電話 216-1485）

【実施回数】 年４回

【場所】 西部、南部、中央、東部の

4保健センターで各1回



児童発達支援の申請・利用開始までの流れ
①紹介

1歳6か月児健診や3歳児健診、母子保健課や保健センターでの各種発達相談、または医療機関で療
育の利用を勧められたら、障害福祉課や市基幹相談支援センター、相談支援事業所、児童発達支援セ
ンター等に相談

②申請

見学などにより、利用する事業所が決まったら、障害福祉課、支所福祉課、保健福祉課

へ利用申請。

③決定・通知

申請時の聞き取りや、提出のあった利用計画案を勘案し、サービスの支給日数などを決定

し、申請者に決定内容通知書と通所受給者証を交付。

④サービスの利用開始

相談支援事業所が「児童支援利用計画」を作成し、児童通所事業所と契約を結び利用開始

⑤モニタリング

モニタリング期間ごとに、児童発達支援事業所は児童のサービス利用状況を検証し、

「児童支援利用計画」の見直しを行う。



保育園や幼稚園等からの「児童発
達支援の支給決定に係る意見書」
について

・令和7年10月からの新規受付分より変更

（令和7年8月に、鹿児島市障害福祉課から市内の保育園、

幼稚園、認定こども園、認可外保育所及び事業所へ通知）

・変更内容

①園からの意見書を用いる際は、標準的な様式として

新様式の活用を（但し、同様の基本的項目が入っていれ

ば任意様式でも可。基本的項目として、母子保健部門での相談の

確認、児の様子や療育が必要と考えられる理由、保護者同意

（署名）は必須

②過去に母子保健課や保健センターでの相談がなく、

療育を勧められていない場合は、記載前に母子保健課

や保健センターに相談の勧めをお願いします。

Q１ なぜ、母子保健部門での相談が必要な
のですか？

（回答）国の事務処理要領にて、「手帳を
有しない又は、手当等を受給していない場
合、市町村は、当該児童が療育・訓練を必
要とするか否かについて、市町村保健セン
ター、児童相談所、保健所等に意見を求め
ることが望ましいものとする。」とあるた
め準じています。

Q２ 保健センターや母子保健課への相談や
療育紹介までにはどの位時間がかかるので
すか？

（回答）発達相談は予約制のため、概ね1か
月程度お待ちいただくことが多い状況です。
また、相談の結果、必ずしも療育紹介され
るとは限らず、ご家庭や園での関わり方や
環境調整等の助言を行ったり、園での様子
を見に行かせてもらうこともあります。療
育の紹介までにかかる時間は、状況により
さまざまであるため、一概にお答えするこ
とは難しいです。



鹿児島県教育委員会ホームページの「幼稚園・保育所・
認定こども園における特別支援教育の充実（令和7年7
月）」より転載



鹿児島県教育委員会ホームページの「幼稚園・
保育所・認定こども園における特別支援教育の
充実（令和7年7月）」より転載



鹿児島県教育委員会ホームページの「幼稚園・保育所・
認定こども園における特別支援教育の充実（令和7年7
月）」より転載



鹿児島県教育委員会ホームページの「幼稚園・保
育所・認定こども園における特別支援教育の充実
（令和7年7月）」より転載



鹿児島県教育委員会ホームページの「幼稚園・保
育所・認定こども園における特別支援教育の充実
（令和7年7月）」より転載



発達相談における基本的な心得
• 乳幼児期は発達の個人差が大きい時期であるため、丁寧にアセスメントを

行いながら、早期発見・早期支援につながるよう努めます。

• 子育ての苦労や不安を受け止め、保護者の悩みや不安に寄り添えるよう

支援します。

• 保護者が、我が子の個性や特徴を理解し、子どもの発達を促す関わり方を

学び、家庭や園での関わりや環境調整等に役立つようにアドバイスします。

• 保護者へ、希望の持てる見通しを伝え、子どもが成長発達していく過程の

楽しさや喜びの視点についても伝えられるように努めます。

• 子どもの状態のみでなく、保護者の受容状況等と兼ね合わせて支援します。

• 支援の必要性を一方的に伝えるのではなく、保護者が納得した上で支援に繋げます。

• 個々に把握された課題及び支援方法については多職種で検討します。



• 子どもの発達特性の理解と支援の質の向上のため、アセスメン
ト等に基づく支援の強化が重要です。

• 障害児に対する地域全体のインクルージョンの推進には、幼児
期からの理解が必要なため、保育園、幼稚園との連携が求めら
れます。

• 子どもと家族を中心に据え、保護者の不安に寄り添いながら、
適切な時期に切れ目のない一環した支援が提供できる、関係機
関同士の連携は欠かせません。

• 子どものウエルビーイングの向上のため、療育施設での5領域を
中心とした支援と、必要に応じた重点的支援が望まれます。

• こどもは生活の中で育つことから、「本人支援」に加え「家族
支援」「移行支援」「地域・地域連携」を合わせて行うことが
基本です。

さいごに
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